
日本の電気事業は、伝統的な垂直統合型の「一般電気事業者」、一般電気事業者へ電気を供給する当社を含む「卸

電気事業者」と「卸供給事業者」、そして新たに小売部門に参入した「特定規模電気事業者」等から成り立っています。

　このうち、卸供給事業者、特定規模電気事業者は、電気事業制度の自由化の流れの中で、1995年以降、電気事業

法の改正により制度化された事業者で、電力会社以外の事業者が電力会社への卸供給や電力小売に参入できるよう

になりました。また、2005年からは日本卸電力取引所（JEPX）での電力取引も開始されています。さらに2013年4

月には「電力システムに関する改革方針」が閣議決定され、日本の電力供給システムは大きな変革期を迎えています。
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■ 電力供給システムの概要
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（注） 石油等にはLPG、その他ガスおよび瀝青質混合物を含む（受電含む） 
発電電力量は10電力会社の合計値（受電含む）

出所：「エネルギー白書」（資源エネルギー庁）

かつては水力発電が主流でしたが、やがて豊富で安価な石油
を使った火力発電へと移行。オイルショック以降、石炭や天然
ガス、原子力等の開発が進み、電源の多様化が図られていま
す。2011年の福島原子力発電所事故以降は、原子力発電所
の停止が長期間継続しており、石炭や天然ガスによる火力発
電が電力供給の主軸を担っています。

■ 電源別の発電電力量の推移

■ これまでの電力自由化の流れ

●  競争環境整備を優先
●  5年後を目途に小売自由化の
範囲拡大の是非を再検討

2008
●  小売自由化の範囲拡大
（販売電力量の60%）
●  日本卸電力取引所
取引開始

2005
●  小売自由化の範囲拡大
（販売電力量で約40%）

2004
●  電力小売の部分自由化
（販売電力量で約30%）

2000
● 卸入札制度の導入
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（注） 2011年の東日本大震災以降、今後のあるべき電力システムについて経済産業省総合エネルギー調査会総合部会の「電力システム改革専門委員会」などにおいて専門
的な検討が進められ、2013年4月に「電力システムに関する改革方針」が閣議決定されました。

■ 新たな電力システム改革の流れ

●  送配電部門の法的分離
●  小売料金の全面自由化

2018～2020年（目途）
●  電力小売の全面自由化
●  卸規制の撤廃

2016（目途）
●  広域的運用推進機関の設立
2015（目途）
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